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１．緒 言 

輸送機器の軽量化技術として，チューブハイドロフォーミ

ング（THF）が注目されている 1), 2)．チューブハイドロフォー

ミングでは，素管は複雑な変形履歴を受ける．そのため，FEM

シミュレーションを援用した，破断やスプリングバックなど

の高精度な予測と，それに基づく工程の最適化が，今後の重

要な技術課題となろう 3)．シミュレーションの高精度化のた

めには，材料の弾塑性変形挙動を精度よく再現できる材料モ

デル（構成式）の構築が必要であり，そのためには，材料の

変形挙動を測定・評価するための材料試験技術を確立するこ

とが必須である． 

多軸応力を受ける金属円管の塑性変形挙動を測定する実験

手法としては，円管試験片に引張り，ねじり，内圧の組合せ

荷重を負荷する手法が一般的である 4)．本研究で研究対象と

するアルミニウム系材料についても，その塑性変形挙動に関

する研究が数多く報告されている．線形 5)～7) および複合応力

経路 8) における加工硬化特性，前負荷後の後続降伏曲面 9)～11)，

線形および複合ひずみ経路における成形限界 12), 13) などが報

告されている．しかし自動車用部材として用いられる大径の

押出し円管材について，降伏初期から破断に至る広範なひず

み範囲において，二軸応力下における加工硬化挙動（応力－

ひずみ曲線）を精密に測定し，その塑性変形特性を明らかに

した研究はない． 

筆者らは，THF に用いられるような大型の実用円管材を対

象として，その弾塑性変形挙動を大ひずみ域まで精密に測定

できる CNC サーボ制御二軸応力試験機を開発し，内圧と軸力

を受ける低炭素鋼管の塑性変形特性を明らかにした 14)． 

本研究では，上記試験機を用いて，線形応力経路のもとで

の，A5154-H112 押出し円管材の初期降伏曲面ならびに応力－

ひずみ曲線を精密に測定し，その塑性変形挙動を精度よく再

現するための異方性降伏関数を同定することに成功したので

報告する．さらに線形および複合応力経路における

A5154-H112 押出円管および鋼管の成形限界線（FLC）および

成形限界応力線（FLSC）の実測に成功したので合わせて報告

する．特に FLSC の実測は世界初の研究成果である． 

さらに筆者らの研究グループは，本試験機を活用した板材

の二軸応力試験方法を新たに開発したので，その有効性につ

いても述べる． 

２．実験方法 

2.1 供試材 

供試材は，外径 76mm，公称肉厚 3.8mm のアルミニウム合

金 5154-H112 押出し円管材である．応力制御試験（2.3 節参照）

から得られた，管軸方向（方向）および円周方向（方向）

の単軸引張真応力－対数塑性ひずみ曲線を図 1 に示す．図中

の破線は， p
   曲線を Voce の式 15) で近似した曲線である．

また同試験より同定された，管軸方向および円周方向の機械
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図 1 管軸方向()および円周方向()の単軸引張応力－ひずみ

曲線 
 

表１ 供試材の機械的性質 
Tensile 

Direction
0.2 

/MPa 
c * 

/MPa 
n* * r** 

 93 522 0.39 0.008 0.36 
 93 536 0.37 0.007 0.59 

* Approximated using ( )p nc     for p0.001 0.20  . 
** Measured at uniaxial plastic strain p 0.10～0.20. 

 

 
図 2 円周方向の肉厚分布の測定結果 

Review
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的性質を表１に示す．円周方向の塑性流動応力および r 値が

管軸方向のそれよりも大きく，本供試材は明瞭な塑性異方性

を有することがわかる．なお，押出し円管材の塑性異方性に

ついては，同様の測定結果が文献 16)に報告されている． 

素管の肉厚分布を測定したところ，図 2に示すように,不規

則なばらつきが確認された．肉厚のばらつきは，平均肉厚

3.87mm のおよそ±1.1%であった． 

 

2.2 サーボ制御二軸応力試験機 

本研究で用いた CNC 二軸応力試験機 14)を図 3 に示す．対

向する油圧シリンダによって軸力 T を，増圧器により内圧 P

を負荷する．軸力はロードセルにより，内圧は圧力計により

測定される．本試験機の特徴は，軸力と内圧の閉ループ制御

により，任意の真ひずみ経路もしくは真応力経路を円管試験

片に負荷でき，しかもひずみ速度もしくは応力速度を任意の

値に設定できる点である． 

管の試験部長さ（チャック間距離）は 160mm とした．円管

の変形は，図 4に示すように，自作の曲率計と塑性域ひずみゲ

ージ（東京測器研究所製 YFLA-2）を用いて測定した．曲率計

は，管中央に位置する変位計と 2 本のツメから構成され，変位

計とツメの先端位置の偏差量から，円管外表面の管軸方向の曲

率半径 R が測定される．ツメの間隔は 46mm と決定した（予

備実験において R が安定して測定できる間隔として決定）．曲

率の測定を容易にするために，パンタグラフ型の等変位機構 17) 

によって，円管試験片はつねに試験機中央に維持される． 
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図 3 サーボ制御二軸バルジ試験機 
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図 4  曲率計とひずみゲージの配置 

 

塑性域ひずみゲージは，曲率計の設置位置近傍において，管

軸方向および円周方向にそれぞれ１枚を貼り付けた．今回の実験

では，肉厚がほぼ平均値に近くかつ局所的な極大値を示す位置

（図 5において 285  の位置）にひずみゲージを貼りつけた． 

 
図 5  応力経路創成用フィードバック制御回路 

 

管軸方向および円周方向の真ひずみ  ，  は，次式によ

り，管中央部における肉厚中心の値に換算して測定値とした． 
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ここで， S および S は管中央外表面において測定された

管軸方向および円周方向の真ひずみ， 0D および 0t は変形前の

円管の外径および肉厚，D および t は変形中の管中央におけ

る外径および肉厚である．肉厚 t は，体積一定条件より，次

式を用いて算定した． 

 0 exp( )t t       (3) 

ただし，式(3)において弾性ひずみ成分は無視している． 

管軸方向および円周方向の真応力成分  ，  は，管中央

部の微小要素に関するつり合い式に基づいて，次式より，肉

厚中心の値として算定した． 
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D t t



 



 (4) 

 
( )( 2 )

(2 ) 2
R t D t D tP

R t t R t

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  
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 

 (5) 

真応力制御試験用の閉ループ制御回路を図 3 に示す．5 つの実

験値 T, P,  ,  , R が PC に取り込まれ，それらの値から管中

央部の管軸方向真応力  および円周方向真応力  が算定され

る．それらの応力値は PI コントローラに入力され，応力の指令

値との誤差に基づいて，  の制御信号として軸力 Tの指令値が，

 の制御信号として内圧Pの指令値が0.01秒ごとに出力される

（応力の指令値は 0.1 秒ごとに更新される）．それらの指令値は

実験値と比較され，その誤差に基づいてサーボ弁が制御され，油

圧シリンダおよび増圧機がそれぞれ駆動される． 
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軸力と内圧の測定分解能は，各々7N，1kPa，ひずみの測定

分解能は 6  である．これらの実験値は 0.3 秒毎にハードデ

ィスクに保存され，データ整理作業に用いた． 

 

2.3 実験方法 

二軸応力を受ける供試材の塑性変形特性を定量的に評価す

るため，線形応力経路における等塑性仕事面 18)の測定を行っ

た．応力比は :    1:0, 4:1, 2:1, 4:3, 1:1, 20:23, 3:4, 1:2, 1:4, 

0:1 の 10 通りとした．応力比 20:23 は，本供試材の塑性ひず

み増分ベクトルの比 p p:d d   がほぼ 1:1 になる応力比である．

塑性仕事と塑性流動応力の関係式としては，管軸方向の単軸

引張試験から得られた真応力－対数塑性ひずみ曲線を基準と

した．すなわち，管軸方向の単軸引張試験において，管軸方

向の対数塑性ひずみ p
0 が既定値に達するまでになされた単

位体積当たりの塑性仕事 0W を測定し，他の応力比においては，

0W と等量の塑性仕事を与える応力点（ ,   ）を主応力空間

にプロットして等塑性仕事面を求めた．試験片の負荷速度は，

von Mises の相当応力速度に換算して 0.35 MPa/s 一定とした． 

 

3. 実験結果 

3.1 等塑性仕事面の測定結果 

等塑性仕事面の測定結果を図 6 に示す．試験数は，応力比

1:2 で 3，その他の応力比で 2 とした．図中のプロット点はそ

の平均値を示す．同一の p
0 に対する応力の実験値のばらつき

は，応力比 1:2 において塑性流動応力の 8%であったが，その

他の応力比では最大でも 2～3%であった（応力比 1:2 におい

てのみ測定値のばらつきが大きくなった原因は現段階では不

明）．図 6 (a)の各プロット点に付随する線分は，その応力点に

達した瞬間における塑性ひずみ増分ベクトルの方向を示す

（3.2 節参照）．図 6 (b)は，図 6 (a)の応力の実験値を，当該の
p
0 に対応する管軸方向単軸引張真応力 0 で除して無次元化

したものである． 

比較のために，図 6 (a)においては次数 8 の Hosford19), 20)お

よび Barlat らの提案による降伏関数 21)（以下 Yld2000-2d）に

基づく降伏曲面を，図 6 (b)においては，von Mises，Hill の 2

次 22)および次数 8 の Hosford の降伏曲面を併記した． 

等塑性仕事面は応力比 20:23～3:4 方向に張り出した形状を有し

ている．Yld2000-2d による降伏曲面形状はこの傾向をよく捉えて

おり，特に p
0  0.002，0.01，0.025 における等塑性仕事面とほぼ

一致している．Hosford による降伏曲面と等塑性仕事面との一致の

度合いは， P
0 0.1  の応力比 1:1～3:4 においてYld2000-2d に比べ

てやや劣る．等塑性仕事面との最大誤差は，Hosford の降伏曲面に

おいて 7％，Yld2000-2d の降伏曲面において 4％であった． 

図 6(b)に示される無次元化等塑性仕事面の測定結果を見る

と，応力比 1:1, 20:23, 3:4 においては等塑性仕事点の位置がや

やばらついているが，その他の応力比においては，等塑性仕

事点はほぼ同一点に集中している．これより，本供試材はほ

ぼ等方的に硬化することがわかった． 

 

3.2 塑性ひずみ増分ベクトルの方向の測定結果 

各応力比における塑性ひずみ増分ベクトルの方向の実験値

と，各種降伏条件式による計算値（当該応力比における降伏

曲面の法線ベクトル方向）の比較を図 7 に示す．ここで，応

力比は応力経路の方向 で表現している（管軸方向単軸引張
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図 6 等塑性仕事面の測定結果と理論降伏曲面との比較． 

p
0  ● 0.002; ○ 0.01;■ 0.025; □ 0.05; ▲ 0.075; △ 

0.1; ◆ 0.15; ◇ 0.2; ▼ 0.25; ▽ 0.3. 
 

 
図 7 塑性ひずみ速度の方向の測定値と理論降伏曲面に対する

外向き法線ベクトル方向の計算値との比較． 
p
0  ● 0.002; ○ 0.01;■ 0.025; □ 0.05;▲ 0.075; △ 

0.1; ◆ 0.15; ◇ 0.2; ▼ 0.25; ▽ 0.3. 
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りが 0  ，等二軸引張りが 45  ，円周方向単軸引張りが

90  ）．Yld2000-2d による計算値は p
0 毎に異なるため，代

表値として p
0  0.15 における計算値を示している． 

まず実験値に着目すると，図 6 (a)に示される等塑性仕事面

の測定範囲において，塑性ひずみ増分ベクトルの方向の最大

値と最小値の差は，応力比によらず 6° 以下であった．すなわ

ち応力比が一定であれば，塑性ひずみ増分ベクトルの方向も

ほぼ一定方向に維持されることがわかった．また，応力比 1:1

において塑性ひずみ増分ベクトルの方向は 27 2  と測定さ

れ，顕著な塑性異方性が確認された．ちなみに，応力比 20:23

（ 49  ）において，本供試材の塑性ひずみ増分ベクトルは

ほぼ 45となることがわかった． 

Hosford および Yld2000-2d による計算値の差は小さく，ど

ちらも実験値の傾向をおおよそ再現できている．ただし，ど

ちらの降伏条件式でも，応力比 20:23 および 3:4 で実験値との

誤差が最も大きかった．実験値との誤差は，Hosford の降伏条

件式において最大で 10°，Yld2000-2d において最大で 7° であ

った． 

 

3.3 成形限界線および成形限界応力線の測定結果 

ひずみ空間にプロットした成形限界線（FLC：Forming Limit 

Curve）が，成形限界の判定基準としてしばしば用いられてい

る．しかし，FLC はひずみ経路に依存して変化することが，

実験 29)～32)および理論解析 33)～35)によって明らかにされている．

よって，非直線的なひずみ経路では，破断の判定基準として

FLC を用いることは不適切である．一方，成形限界時の真応

力を主応力空間にプロットして得られる成形限界応力線

（FLSC：Forming Limit Stress Curve）はひずみ経路に依存しな

いとの報告がある 30), 31)．もしこれが真実であるならば，変形

履歴の如何にかかわらず，FLSC を破断判定の基準として活用

することができ，実用上の価値は高い．しかし板材の FLSC

を実測した研究報告はない． 

本研究で開発したサーボ制御二軸バルジ試験機を用いて，

線形および複合応力経路における A5154-H112 押出円管 37)お

よび鋼管 38)の FLC および FLSC を測定した．その結果，FLC

はひずみ経路に依存して変化するが（図 8），成形限界応力を

応力空間にプロットすると，ひずみ経路にかかわらず，それ

らはほぼ同一曲線上に載ることを立証した（図 9）． 

ただし，等方硬化モデル 34)および異方硬化モデル 35)を用い

た Marciniak-Kuczyński 理論 39)（MK 理論）に基づく計算によ

れば，FLSC がひずみ経路に依存しないのは，複合応力経路に

おける予ひずみ後の材料の応力－ひずみ曲線が，線形応力経

 
図 8 A5154-H112 押出円管の(a)線形応力経路および(b, c)複合応力経路における成形限界線 37). : 管軸方向， : 円周方向．

 

 
図 9 線形応力経路から決定された成形限界応力線（FLSC）と複合応力経路に対して実測された成形限界応力の比較．

(a)A5154-H112 押出円管 37)．(b)電縫鋼管（冷牽・焼準済み）38)．  ：管軸方向真応力，  ：円周方向真応力．
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路におけるそれと一致する場合であり，このことは文献 37)に

おいて実験的にも確認されている．一方両者が一致しない場

合には，複合応力経路における成形限界応力は線形応力経路

から決定された FLSC と一致しない 38)（図 9(b)における

:    1:10 に対する成形限界応力の実験値を参照）．材料の

異方性の主軸と応力の主軸が一致しない場合についても注意

が必要である 35)． 

 

4. その後の研究展開 

－二軸バルジ試験方法の開発－ 

十字形試験片に付与できる最大塑性ひずみ p
max は，材料の

n値が小さいほど小さい 40)．例えば n値が 0.1 前後の純チタン

板では， p
max  0.002 程度である 41)．これに対し伊敷ら 41), 42)

は，純チタン板をロール曲げした後，板縁をレーザ溶接して

円管試験片を製作し，２節で詳述したサーボ制御円管バルジ

試験機 36)を用いて線形応力経路を負荷し， p
0  0.085 までの

等塑性仕事面の測定と材料モデリングに成功した． 

さらに筆者らの研究グループは，円管試験片用の二軸ひずみ

計測システムを新たに考案し，金属板材の二軸応力－ひずみ曲

線が連続測定できる，「二軸バルジ試験方法」を開発した 43), 44)．

二軸バルジ試験方法の最大の特長は，任意の応力経路に対して

板材の FLSC が実測できることである． 

冷延 IF 鋼板（SPCE）の二軸バルジ試験結果を図 10 44)に示

す．線形応力経路に基づいて p
0  0.36 までの等塑性仕事面の

測定に成功した（図 10(a)）．等塑性仕事面の形状は，塑性仕

事の増大に伴い，平面ひずみ引張近傍から等二軸引張の領域

において膨張傾向を示している．これは，平均 r 値がおよそ

1.5 以上の冷延鋼板に共通の傾向である 45)．また等塑性仕事面

は 6 次の Yld2000-2d とほぼ一致した． 

FLC と FLSC の測定結果をそれぞれ図 10(b), (c)44)に示す．

同図には， p
0  0.005, 0.15, 0.36 の等塑性仕事面とほぼ一致す

る Yld2000-2d（図 10(a)）を MK 理論に適用して得られた計算

値も併記している． p
0  0.15, 0.36 の等塑性仕事面に対応する

Yld2000-2d から計算された FLC と FLSC はどちらも実験値と

概ね一致している．これより，MK 理論による成形限界解析

の妥当性および二軸バルジ試験に基づく材料モデリングの有

効性が実験的に立証された． 

破断後の試験片を図 11 に示す． :x y   1:1 の場合のみ溶

接部で亀裂が発生し，母材の成形限界には至らなかった．任

意の二軸応力引張状態においても，十分な強度と延性を有す

る溶接部の形成が今後の課題である． 

 

1:1 3:4 1:41:24:1 2:1 4:3:x y 

 
図 11 図 10(b, c) における破断後の試験片 44)．  

 

5. 結 言 

1. 円管材に任意のひずみ経路もしくは応力経路を負荷でき

る CNC サーボ制御二軸応力試験機を開発した． 

2. A5154-H112 押出円管および鋼管を供試材として，線形お

よび複合応力経路における加工硬化特性，成形限界線

（FLC）および成形限界応力線（FLSC）の実測に成功した． 

3. FLC はひずみ経路に依存して変化するが，成形限界応力は，

ひずみ経路にかかわらず，線形応力経路から決定された

FLSC とほぼ一致することを立証した． 

4. 円管試験片用の二軸ひずみ計測システムを新たに考案し，

金属板材の二軸応力－ひずみ曲線が連続測定できる，「二

軸バルジ試験方法」を開発した．二軸バルジ試験方法の最

大の特長は，任意の応力経路における，板材の FLSC が実

測できる点である． 

5. 冷延 IF 鋼板に対して測定された FLC と FLSC は， 

図 10 冷延 IF 鋼板（SPCE）の二軸バルジ試験結果 44)．(a)等塑性仕事面，(b, c)成形限界線(b)および成形限界応力線(c)
の実験値と計算値の比較．(b)，(c)における＋は液圧バルジ試験による測定値．  
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Yld2000-2d降伏関数に基づくMK理論による計算値と概ね

よい一致を示した．これより MK 理論による成形限界解析

の妥当性および二軸バルジ試験に基づく材料モデリング

の有効性が立証された． 

本研究の遂行にあたり有益な御議論を賜った高橋進教授

（当時日産自動車株式会社，現在日本大学），黒田充紀教授（山
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支援を頂いた，国際計測器株式会社代表取締役社長松本繁氏，

田代和義氏，真崎明夫氏，森本康之亮氏に深甚なる謝意を表
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